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代  表  者 役職名 取締役社長    氏名 新井 益治 
問合せ先責任者 役職名 取締役副社長   氏名 古田 豊     ＴＥＬ ( 0565 ) 24 － 4800 
中間決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月９日       中間配当制度の有無            有 
                              単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株) 
 
１． 17 年９月中間期の業績(平成 17 年４月１日～平成 17 年９月 30 日) 
(1) 経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

20,187   14.9
17,572   38.5

1,436   82.6
786   525.6

1,513   85.6
815   548.2

17 年３月期 34,934 1,781 1,875 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

934   84.9 
505   758.3 

51.28 
27.73 

17 年３月期 1,169 61.11 

 
 

 (注)①期中平均株式数 17 年９月中間期 18,214,841 株 16 年９月中間期 18,218,452 株 17 年３月期 18,217,599 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

――――― 
――――― 

――――― 
――――― 

 

17 年３月期 ――――― 12.00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

34,651 
24,899 

12,350 
10,909 

35.6 
43.8 

678.08 
598.80 

17 年３月期 26,849 11,566 43.1 631.89 
(注)①期末発行済株式数 17 年９月中間期 18,213,582 株 16 年９月中間期 18,218,452 株 17 年３月期 18,215,782 株 
  ②期末自己株式数  17 年９月中間期   6,418 株 16 年９月中間期   1,548 株 17 年３月期   4,218 株 

 
２．18 年３月期の業績予想(平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 40,200 2,230 1,370 14.00 14.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 75 円 22 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の

業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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５ 中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  1,602,275 3,833,377 5,833,621 

２ 受取手形  1,158,561 679,272 759,940 

３ 売掛金  10,221,953 13,219,564 8,522,617 

４ たな卸資産  2,465,284 5,788,428 2,044,322 

５ 繰延税金資産  297,629 416,742 371,722 

６ その他  9,430 20,233 28,260 

貸倒引当金  △10,702 △13,042 △8,777 

流動資産合計   15,744,432 63.2 23,944,578 69.1  17,551,708 65.4

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物及び構築物  1,867,868 2,730,240 1,916,107 

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

 1,486,007 1,487,326 1,511,160 

(3) 工具器具備品  485,981 543,822 342,530 

(4) 土地  2,564,396 2,564,396 2,564,396 

(5) 建設仮勘定  73,197 463,847 254,363 

有形固定資産合計  6,477,450 7,789,633 6,588,557 

２ 無形固定資産  67,270 57,958 62,406 

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  298,240 372,834 339,106 

(2) 関係会社株式  1,429,633 1,679,268 1,415,679 

(3) 繰延税金資産  644,990 571,145 641,261 

(4) その他  254,154 253,261 268,011 

貸倒引当金  △16,300 △16,750 △16,750 

投資その他の資産 
合計 

 2,610,719 2,859,759 2,647,309 

固定資産合計   9,155,440 36.8 10,707,351 30.9  9,298,273 34.6

資産合計   24,899,872 100.0 34,651,930 100.0  26,849,981 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  6,410,622 3,313,751 2,916,535 

２ 買掛金  3,638,050 13,479,228 7,466,502 

３ 未払法人税等  412,050 642,336 644,886 

４ 賞与引当金  525,000 671,000 595,000 

５ 完成工事補償引当金  24,323 55,192 39,995 

６ その他  762,790 2,012,497 1,492,762 

流動負債合計   11,772,836 47.3 20,174,005 58.2  13,155,683 49.0

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当金  2,066,305 2,008,079 1,958,458 

２ 役員退職慰労引当金  151,439 119,612 169,042 

固定負債合計   2,217,744 8.9 2,127,691 6.2  2,127,500 7.9

負債合計   13,990,581 56.2 22,301,697 64.4  15,283,183 56.9

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,311,000 5.3 1,311,000 3.8  1,311,000 4.9

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  668,522 668,522 668,522 

２ その他資本剰余金  74,370 74,370 74,370 

資本剰余金合計   742,892 3.0 742,892 2.1  742,892 2.8

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  327,750 327,750 327,750 

２ 任意積立金  5,152,000 5,152,000 5,152,000 

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

 2,919,518 4,243,101 3,583,986 

利益剰余金合計   8,399,268 33.7 9,722,851 28.0  9,063,736 33.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  456,557 1.8 576,637 1.7  450,726 1.7

Ⅴ 自己株式   △427 △0.0 △3,148 △0.0  △1,557 △0.0

資本合計   10,909,290 43.8 12,350,232 35.6  11,566,798 43.1

負債資本合計   24,899,872 100.0 34,651,930 100.0  26,849,981 100.0
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(2) 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   17,572,269 100.0 20,187,914 100.0  34,934,917 100.0

Ⅱ 売上原価   15,468,390 88.0 17,448,750 86.4  30,523,238 87.4

売上総利益   2,103,878 12.0 2,739,163 13.6  4,411,679 12.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,317,154 7.5 1,302,582 6.5  2,630,464 7.5

営業利益   786,723 4.5 1,436,581 7.1  1,781,214 5.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  32,543 0.1 78,537 0.4  122,039 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  3,970 0.0 1,798 0.0  27,969 0.1

経常利益   815,296 4.6 1,513,320 7.5  1,875,285 5.4

税引前中間(当期) 
純利益 

  815,296 4.6 1,513,320 7.5  1,875,285 5.4

法人税、住民税 
及び事業税 

 400,000 638,000 862,000 

法人税等調整額  △89,934 310,065 1.7 △58,773 579,226 2.9 △156,414 705,585 2.0

中間(当期)純利益   505,231 2.9 934,094 4.6  1,169,699 3.4

前期繰越利益   2,414,286 3,309,007  2,414,286

中間(当期)未処分 
利益 

  2,919,518 4,243,101  3,583,986
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

    時価のないもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

    時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

   材料部分品 移動平均法によ

る原価法 

   仕掛品   個別法による原

価法 

 (2) たな卸資産 

同左 

 (2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物…定額法 

    (ただし平成10年３月31日

以前に取得したものは定率

法) 

    なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

建物…定額法 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

建物…定額法 

同左 

   その他…定率法    その他…定率法 その他…定率法 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 無形固定資産…定額法 

   なお自社利用のソフトについ

ては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。 

 (2) 無形固定資産…定額法 

同左 

 (2) 無形固定資産…定額法 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、会社が算定した当

中間会計期間に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、会社が算定した当

事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。 

 (3) 完成工事補償引当金 

   完成工事の補償による損失に

備えるため、過去２年間の売上

高に対する同期間の補償損失の

発生率に基づき、今後１年間に

発生する補償見積額を計上して

おります。 

 (3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (3) 完成工事補償引当金 

   完成工事の補償による損失に

備えるため、過去２年間の売上

高に対する同期間の補償損失の

発生率に基づき、翌期発生する

補償見積額を計上しておりま

す。 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員に対する退職給付に備

えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

   なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(14

年)による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとし

ております。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員に対する退職給付に備

えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

   なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(14

年)による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとし

ております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規による中

間期末要支給額の100％を計上

しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規による期

末要支給額の100％を計上して

おります。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方針 

   外貨建金銭債権債務等に係る

為替変動リスクを回避する目的

で為替予約取引(個別予約)を行

っております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方針 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方針 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…為替予約 

   ヘッジ対象…外貨建金銭債権

債務等 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ会計の方法 

   為替変動リスクを回避する目

的として利用している為替予約

(個別予約)については、時価評

価せず振当処理によっておりま

す。 

 (3) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (3) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   外貨建取引等の会計処理に関

する実務指針第４項に基づき、

振当処理の要件に該当するか否

かの判定をもって有効性の判定

に代えております。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理について 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用してお

り、仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理について 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理について 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用してお

ります。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

13,476,347千円 14,070,167千円 13,747,047千円

２ 保証債務（保証予約） 

  下記の会社の金融機関からの

借入に対し、保証予約を行って

おります。 

  丘比克(天津)転印有限公司 

47,428千円 

 

 

 

   丘比克(天津)転印有限公司

の借入額は287,447千円であ

り、このうち、当社の負担割合

は 16.5% 、 その負担金額は

47,428千円であります 

２ 保証債務（保証予約） 

  下記の会社の金融機関からの

借入に対し、保証予約を行って

おります。   

得立鼎(上海)貿易

有限公司 
14,020千円

丘比克(天津)転印

有限公司 
82,197千円

      計 96,217千円

   丘比克(天津)転印有限公司

の借入額は498,168千円であ

り、このうち、当社の負担割合

は 16.5% 、 その負担金額は

82,197千円であります。 

２ 保証債務（保証予約） 

  下記の会社の金融機関からの

借入に対し、保証予約を行って

おります。 

得立鼎(上海)貿易

有限公司 
49,324千円

丘比克(天津)転印

有限公司 
70,877千円

      計 120,201千円

丘比克(天津)転印有限公司

の借入額は429,560千円であ

り、このうち、当社の負担割合

は 16.5% 、 その負担金額は

70,877千円であります。 

 

(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 3,053千円

受取配当金 25,361千円
  

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 3,157千円

受取配当金 50,097千円
  

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 5,451千円

受取配当金 109,417千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 98千円

固定資産除却損 3,683千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 68千円

 
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,409千円

固定資産除却損 24,299千円
  

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 542,074千円

無形固定資産 5,850千円
  

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 329,893千円

無形固定資産 6,171千円
  

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 986,161千円

無形固定資産 11,927千円
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 

61,940 32,632 29,308 

ソフトウェ
ア 

44,491 28,457 16,034 

合計 106,432 61,090 45,342 

  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間 
期末残高
相当額
(千円)

工具器具 
備品 

53,445 24,957 28,487

ソフトウェ
ア 

29,988 21,803 8,185

合計 83,434 46,761 36,673

  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

工具器具 
備品 

64,252 36,621 27,630

ソフトウェ
ア 

35,863 24,091 11,771

合計 100,115 60,712 39,402

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 21,266千円 

１年超 25,739千円 

合計 47,006千円 
  

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 15,646千円

１年超 22,555千円

合計 38,201千円
  

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 18,036千円

１年超 23,071千円

合計 41,107千円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 12,450千円

減価償却費 
相当額 

11,915千円

支払利息相当額 506千円
  

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 11,415千円

減価償却費 
相当額 

10,829千円

支払利息相当額 409千円
  

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 20,492千円

減価償却費 
相当額 

19,774千円

支払利息相当額 795千円
 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価格を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法

同左 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法

同左 

・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 2,136千円 

１年超 1,424千円 

合計 3,560千円 
  

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年以内 3,582千円

１年超 4,760千円

合計 8,342千円
  

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年以内 1,089千円

１年超 181千円

合計 1,271千円
 

 
 




